
様式第３－１の別紙２（組合特例）

＜補助上限額の算出根拠となる対象組合の一覧＞
※以下の条件のいずれかに当てはまる場合、複数の会社は同一法人とみなされます。　組合特例の補助上限額の算出に用いることができるのは、同一法人のうちいずれか1社のみとなりますのでご注意ください。
・親会社が議決権の50％超を有する子会社が存在する場合。
・親会社が議決権の50％超を有する子会社が複数存在する場合。
・個人が複数の会社「それぞれ」の議決権を50％超保有する場合。
・親会社が議決権の50％超を有する子会社が、議決権の50％超を有する孫会社や、更にその孫会社が議決権の50％超を有するひ孫会社等が存在する場合。
（単位：円）
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· 上記に登録したリストの中にみなし同一法人はありません。
· 「事業者名」「資本金」「従業員数」「業種」は相違ありません。
（２）補助上限額の計算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	申請する事業類型
	従業員ごとの補助上限額（イ）
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	補助上限額（イ✕ウ）

	
	
	者
	

	
	
	者
	

	
	
	者
	

	
	
	者
	


[bookmark: _GoBack]
2
2
